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下町ロケットの再現：AgriTech（アグリテック）

が進む日本農業 
－VALUENEX技術トレンドレポート－ 

 

 

１．農業の危機を救え  

昨年、TBS で放送されていた大ヒットドラマ『下町ロケット』は記憶に新しい。新年にも SP ドラ

マが放送され、目にした方も多かったのではないだろうか。かくいう著者もその中の一人である。今

回のシーズンでは農業がフォーカスされており、「日本農業を救いたい」「おいしいお米を消費者に

届けたい」という信念のもと、無人トラクタの開発・販売に向け様々な壁を乗り越えて行く姿に涙を

誘われた視聴者は多かったであろう。 

かつて、日本にとって欠かすことのできなかった農業であるが、現在は少子高齢化の余波を受け、

危機的状況に陥っている。農林水産省によると、2018 年の農業就業人口は 175.3 万人（前年比:96.5%）

と 1995 年の半数以下であり、65 歳以上の占める割合は 68.4%（120.0 万人）に上る（図 1）。日本の

農業は深刻な労働力不足とそれに伴う技術継承の難しさに直面しているのだ。つまり、ドラマの中だ

けでなく、現実世界でも農業の高齢化は深刻な問題なのである。しかし、こうした危機的状況を解決

する手段として注目が集まっている取り組みがある。アグリテックだ [1] 。アグリテックとは「農

業」を意味する「Agriculture」と「技術」を意味する「Technology」を組み合わせた造語であり、

AI や IoT といった科学技術を農業に活用し、作業の効率化やシステム化を行うことを意味する[2]。

ドローンによるセンシング技術や、農薬・肥料といった供給物の情報を取得し収穫量を管理する技術、

そして『下町ロケット』で活躍した無人トラクタもアグリテックである。近年、米国や中国でも注目

されている、まさに最先端の農業といえよう。 

そこで、本書では、このアグリテックの技術領域の中にはどういったプレーヤーが存在し、そのプ

レーヤーごとにどのような特色があるのか、そしてアグリテックの技術領域に新規参入している企業

の特許を紐解くことで、今後どのような企業がアグリテックに関わってくるのかを考察する。 

 

 
図 1 農業就業人口と高齢者比率の推移 *農林水産省資料[3]より、VALUENEX 株式会社作成 
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2．マクロ動向：農業の衰退とアグリテックの成長 

 農業の特許の中でも、2009 年～2018 年に出願された土管理や播種、収穫、脱穀などに関わる IPC

（A01C、A01B、A01D、A01F）および農業など特定の業種の IT 化を意味する IPC（G06Q 50/02）

の和集合を母集団とし弊社の特許俯瞰解析ツールである Tech Radar Vision を用いて、俯瞰解析を行っ

た（図 2、図 3）。 

 

 
図 2 農業に関する特許俯瞰図（2009年～2018年 件数：13,286件） 

 

 
図 3 出願件数の経年変化 

 

 まず今回の解析結果を見る前に注目したいのが、図 3 における「出願件数の経年変化」である。

2009年以降、出願件数はほぼ横ばいであり、むしろ若干の減少傾向にあることがわかる。つまり特許

の出願件数から見ても農業の衰退が垣間見える。続いて図 2 を読み解いていくと、中央部分に「苗等」

に関連した領域や「部材等」に関連した領域、左下には「整畦・畔塗等」に関連した領域や「耕耘作

業等」に関連した領域が存在していることがわかる。また中央やや左上に位置しているのは「自律走

行作業車両・随伴走行車両等」に関連した領域であり、さらに左上には「化合物・種子等」に関連し
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た技術領域の存在も確認できた。この「自律走行作業車両・随伴走行車両等」の領域には、「ドロー

ンによるセンシング技術」や「供給物の情報取得による収穫量の管理技術」といった技術も含まれて

いることがわかった。 

では、続いて特許の出願傾向が特定の期間でどのように変化しているのかを、図 4 と図 5 で示した。 

図 4は 2009 年～2013年までの特許を俯瞰図化したものであり、一方、図 5 は 2014 年～2018 年まで

の特許を俯瞰図化したものである。ここで両者を見比べると、先に述べた「自律走行作業車両・随伴

走行車両等」に関連した領域への特許件数が後半 5年間で非常に多く出願されているのがわかる。そ

こで本書においては、この「自律走行作業車両・随伴走行車両等」に関連した成長領域を「アグリテ

ック」領域と定義し、今後の考察を深めていく。 

 

 
図 4 2009 年～2013 年の特許分布 

 

 
図 5 2014 年～2018 年の特許分布 

 



 

4 
 

（2019.05.08 配信） 

©2019 VALUENEX Japan 

Inc. 

 

 

3.ミクロ動向：「アグリテック」領域の成長と農業 2 大メーカーの存在感 

 さらに、この「アグリテック」領域にある 377 件の特許を対象にその詳細を見ていくこととする。

「アグリテック」領域の特許出願の経年変化を見たのが図 7であり、「アグリテック」領域を母集団

として俯瞰図を作成したのが図 6である。 

 

 
図 6 「アグリテック」領域の特許を母集団とした俯瞰図（2009 年～2018 年 件数：377件） 

 

 

図 7 出願件数の経年変化 

 

ここで、注目したいのが、図 7の出願件数の経年変化である。先ほど図 3で示した農業全体の特許

出願件数は横ばい（もしくは若干の減少）であったが、「アグリテック」領域では出願件数が 2014

年以降、急激に増加している。2018 年の出願件数は 2009年の約 6 倍となっていることからも、「ア

グリテック」領域は成長領域であることがわかる。次に、俯瞰図（図 6）からは、大きく分けて左側

が「農業管理」関連分野、右側が「走行制御」関連分野になっているのがわかった。中央やや左とそ

の周辺には「農作業期間・作業計画等」技術領域、「穀物情報・乾燥機等」技術領域、「情報取得時

刻」技術領域が確認できる。また中央やや右とその周辺には「自律走行作業車両・随伴走行作業車両

等」技術領域、「リモコン装置・無線通信等」技術領域が存在していることがわかった。「アグリテ

ック」領域と一口に言っても、その中には様々な技術領域があることが伺える。 

続いて、「アグリテック」領域における上位 5社の出願企業をまとめたのが図 8である。他社を大

きく引き離しヤンマーとクボタ（6326）が 1位と 2位に躍り出ている。この 2社で「アグリテック」



 

5 
 

（2019.05.08 配信） 

©2019 VALUENEX Japan 

Inc. 

領域の特許件数の 6割以上を占めているのだ。まさに国内最大手の農業 2大メーカーがいかに「アグ

リテック」領域に力を入れているのかが伺える結果となった。 

 

 
図 8 出願件数 TOP5社の年別出願件数推移 

 

そこで、この上位 2社に着目し、どのような出願傾向にあるのかを図 9に示す。 

 

 
図 9 ヤンマーとクボタの出願領域 

 

両社の出願特許の分布を確認すると出願傾向に差が見られた。ヤンマーは、俯瞰図における右側、

つまり無人走行を行う上で必要となる走行車両や走行経路の「走行制御」関連の特許を多く出願して

いることがわかる。一方、クボタは農業の収穫量や収穫可能時期を管理する「農業管理」関連の特許

を多く出願しており、両者は異なる技術領域に出願を行っている。この結果は、クボタに関して言え

ば、2014 年に KSAS（Kubota Smart Aguri System）というクラウド農業管理システムを業界に先

駆けて販売していたことが理由であろう[4]。つまり、おそらくこのシステムを発売するにあたり、

「農業管理」システムに関連した特許を多く出願したことが図 9のような分布結果になったと推測さ
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れる。実際、図 8で示したクボタの出現件数が、KSAS の販売時期と同様の 2014 年および 2015 年に

ピークを迎えていることからもこの結果が伺える。一方で、ヤンマーも SMARTASSIST という「農

業管理」システムを販売しており[5]、その関連特許も多く出願はしているのだが、2018 年に無人走

行農作業車の発売を計画していたため、俯瞰図右側の「走行制御」領域により多くの特許を出願して

いたことが考えられる。こちらも図 8で示した年別推移のグラフによく表れている。これらの理由が

重なった結果、図 9の出願領域の違いになったことが推測される。 

 

4.ミクロ動向：他分野での技術を活かして新規参入した企業 

 前章では農業という分野で地位を確立した 2社に着目し出願傾向について考察したが、本章では

2018年に「アグリテック」領域に新規参入した企業に着目する。そこで 2018年に新規参入した企業

が俯瞰図上でどこに特許を出願しているのかを図 10に示した。 

 

 
図 10 「アグリテック」領域に新規参入した 16社の分布位置 

 

数は全部で 16社あり、内訳としては日立製作所（6501）や本田技研工業（7267）といった古くか

ら日本を支えてきた大手製造企業や中国電力（9504）、NTT 東日本のようなインフラ企業、また楽天

（4755）のような IT メガベンチャー、そしてセンティリオンやビーマップ（4316）といった新興企

業といった具合である。 

多くの企業が俯瞰図の左側、つまり「農業管理」領域に特許を出願しているのが見てわかる。例え

ば、楽天は言わずと知れた、インターネットサービスを主戦場とするメガベンチャー企業であるが、

出願特許の中身としては、消費者が希望する作物の栽培依頼を受け付ける「情報処理システム」に関

連する技術を出願していた。続いて、システム開発を行う IT 企業であるセンティリオンの出願特許

を見てみると、生産性効率を向上させる「生産処理システム」に関する技術に関して特許を出願して

いることがわかった。 

一方、俯瞰図右側、つまり「走行制御」領域に特許を出願している企業は 2 社存在していた。これ

は共願という形で、1つの特許を出願しているのだが、内容としては移動体の位置や向きを無線装置

を用いて判定する技術である。出願しているのは、通信事業最大手である NTT東日本と通信インフラ
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構築会社のビーマップである。どちらも無線通信に関した技術を持ち合わせており、その技術を活か

して参入してきたといえよう。 

ここで注目したいのは、本業が農業ではなく、また様々な開発リソースを持っていないであろう IT

系新興企業も、独自のシステム開発基盤を活かすことや大手企業と手を組み共同出願するといった形

で、「アグリテック」領域に参入できる可能性が大いにあり得る点である。 

  

5．急成長する「アグリテック」への期待 

本書における解析により、「アグリテック」領域は特許出願数がここ 10 年で 6 倍に増加しており、

衰退気味にある日本の農業において成長領域であることがわかった。加えてこの成長領域において、

6 割以上の出願数を占めるヤンマーとクボタが、それぞれ「農業管理」に関連した技術、「走行制御」

に関連した技術と、注力している分野に差があることもわかった。これは両社のプロダクトの販売戦

略によるものだと考えられる。 

一方、「アグリテック」領域への新規参入に注目すると、2018 年は「農業管理」領域を中心に、16

社が新たに参入しており、その中にはこれまで農業に無縁であった企業も少なくない。今後、「日本

の農業を救いたい」という信念のもと、システムの開発基盤を持った IT 企業や多種多様な異業種企

業がアグリテックに新規参入することで、より一層農業が活性化し、かつての農業大国日本が再建す

る可能性は大いに期待できるのではないだろうか。 

本書ではアグリテックに関する技術をすべて網羅できているわけではない。本書で取り扱えていな

い「自動給水」に関連したものなどたくさんの技術が存在し、また新たな技術が誕生するはずである。

その動向も見ていくとより一層考察を深められるだろう。 
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